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資料番号 ９－６ 担当課 健康増進課 

法令名 
感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律 
根拠条項 

第 19 条第３項 

第 20 条第２項 

第 20 条第４項 

第 46 条第２項 

第 46 条第４項 

不利益処

分の種類 
入院の措置 

 

○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年 10 月２日法律第 114 号） 

 

 （入院） 

 第 19 条 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、当該

感染症の患者に対し特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関に入院し、又

はその保護者に対し当該患者を入院させるべきことを勧告することができる。ただし、緊急そ

の他やむを得ない理由があるときは、特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療

機関以外の病院若しくは診療所であって当該都道府県知事が適当と認めるものに入院し、又は

当該患者を入院させるべきことを勧告することができる。 

 ２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告をする場合には、当該勧告に係る患者又はその保護

者に対し適切な説明を行い、その理解を得るよう努めなければならない。 

 ３ 都道府県知事は、第１項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、当該勧

告に係る患者を特定感染症指定医療機関又は第一種感染症指定医療機関（同項ただし書の規定

による勧告に従わないときは、特定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関以

外の病院又は診療所であって当該都道府県知事が適当と認めるもの）に入院させることができ

る。 

 ４ 第１項及び前項の規定に係る入院の期間は、72 時間を超えてはならない。 

 ５ 都道府県知事は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、第１項又は第３項の規定によ

り入院している患者を、当該患者が入院している病院又は診療所以外の病院又は診療所であっ

て当該都道府県知事が適当と認めるものに入院させることができる。 

 ６ 第１項又は第３項の規定に係る入院の期間と前項の規定に係る入院の期間とを合算した期間

は、72 時間を超えてはならない。 

 ７ 都道府県知事は、第１項の規定による勧告又は第３項の規定による入院の措置をしたときは、

遅滞なく、当該患者が入院している病院又は診療所の所在地を管轄する保健所について置かれ

た第 24 条第１項に規定する協議会に報告しなければならない。 

 

 第 20 条 都道府県知事は、一類感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、当該

感染症の患者であって前条の規定により入院しているものに対し 10 日以内の期間を定めて特

定感染症指定医療機関若しくは第一種感染症指定医療機関に入院し、又はその保護者に対し当

該入院に係る患者を入院させるべきことを勧告することができる。ただし、緊急その他やむを

得ない理由があるときは、10 日以内の期間を定めて、特定感染症指定医療機関若しくは第一種

感染症指定医療機関以外の病院若しくは診療所であって当該都道府県知事が適当と認めるもの

に入院し、又は当該患者を入院させるべきことを勧告することができる。 

 ２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、10 日以内

の期間を定めて、当該勧告に係る患者を特定感染症指定医療機関又は第一種感染症指定医療機

関（同項ただし書の規定による勧告に従わないときは、特定感染症指定医療機関若しくは第一

種感染症指定医療機関以外の病院又は診療所であって当該都道府県知事が適当と認めるもの）

に入院させることができる。 

 ３ 都道府県知事は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、前２項の規定により入院して

いる患者を、前２項の規定により入院したときから起算して 10 日以内の期間を定めて、当該患



者が入院している病院又は診療所以外の病院又は診療所であって当該都道府県知事が適当と認

めるものに入院させることができる。 

 ４ 都道府県知事は、前３項の規定に係る入院の期間の経過後、当該入院に係る患者について入

院を継続する必要があると認めるときは、10 日以内の期間を定めて、入院の期間を延長するこ

とができる。当該延長に係る入院の期間の経過後、これを更に延長しようとするときも、同様

とする。 

 ５ 都道府県知事は、第１項の規定による勧告又は前項の規定による入院の期間を延長しようと

するときは、あらかじめ、当該患者が入院している病院又は診療所の所在地を管轄する保健所

について置かれた第 24 条第１項に規定する協議会の意見を聴かなければならない。 

 ６ 都道府県知事は、第１項の規定による勧告をしようとする場合には、当該患者又はその保護

者に、適切な説明を行い、その理解を得るよう努めるとともに、都道府県知事が指定する職員

に対して意見を述べる機会を与えなければならない。この場合においては、当該患者又はその

保護者に対し、あらかじめ、意見を述べるべき日時、場所及びその勧告の原因となる事実を通

知しなければならない。 

 ７ 前項の規定による通知を受けた当該患者又はその保護者は、代理人を出頭させ、かつ、自己

に有利な証拠を提出することができる。 

 ８ 第６項の規定による意見を聴取した者は、聴取書を作成し、これを都道府県知事に提出

しなければならない。 

 

（書面による通知） 
第 23 条 第 16 条の３第５項及び第６項の規定は、都道府県知事が第 17 条第１項の規定による健
康診断の勧告、同条第２項の規定による健康診断の措置、第 19 条第１項及び第 20 条第１項の
規定による入院の勧告、第 19 条第３項及び第５項並びに第 20 条第２項及び第３項の規定によ
る入院の措置並びに同条第４項の規定による入院の期間の延長をする場合について準用する。 

 

 （新感染症の所見がある者の入院） 

 第 46 条 都道府県知事は、新感染症のまん延を防止するため必要があると認めるときは、新感染

症の所見がある者に対し 10 日以内の期間を定めて特定感染症指定医療機関に入院し、又はその

保護者に対し当該新感染症の所見がある者を入院させるべきことを勧告することができる。た

だし、緊急その他やむを得ない理由があるときは、特定感染症指定医療機関以外の病院であっ

て当該都道府県知事が適当と認めるものに入院し、又は当該新感染症の所見がある者を入院さ

せるべきことを勧告することができる。 

 ２ 都道府県知事は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に従わないときは、10 日以内

の期間を定めて、当該勧告に係る新感染症の所見がある者を特定感染症指定医療機関（同項た

だし書の規定による勧告に従わないときは、特定感染症指定医療機関以外の病院であって当該

都道府県知事が適当と認めるもの）に入院させることができる。 

 ３ 都道府県知事は、緊急その他やむを得ない理由があるときは、前２項の規定により入院して

いる新感染症の所見がある者を、前２項の規定により入院したときから起算して 10 日以内の期

間を定めて、当該新感染症の所見がある者が入院している病院以外の病院であって当該都道府

県知事が適当と認めるものに入院させることができる。 

 ４ 都道府県知事は、前３項の規定に係る入院の期間の経過後、当該入院に係る新感染症の所見

がある者について入院を継続する必要があると認めるときは、10 日以内の期間を定めて入院の

期間を延長することができる。当該延長に係る入院の期間の経過後、これを更に延長しようと

するときも、同様とする。 

 ５ 都道府県知事は、第一項の規定による勧告をしようとする場合には、当該新感染症の所見が

ある者又はその保護者に、適切な説明を行い、その理解を得るよう努めるとともに、都道府県

知事が指定する職員に対して意見を述べる機会を与えなければならない。この場合においては、

当該新感染症の所見がある者又はその保護者に対し、あらかじめ、意見を述べるべき日時、場

所及びその勧告の原因となる事実を通知しなければならない。 



 ６ 前項の規定による通知を受けた当該新感染症の所見がある者又はその保護者は、代理人を出

頭させ、かつ、自己に有利な証拠を提出することができる。 

 ７ 第５項の規定による意見を聴取した者は、聴取書を作成し、これを都道府県知事に提出しな

ければならない。 

 

 （新感染症の所見がある者の入院に係る書面による通知） 

第 49 条 第 16 条の３第５項及び第６項の規定は、都道府県知事が第 46 条第１項に規定する入院

の勧告、同条第２項及び第３項に規定する入院の措置並びに同条第４項に規定する入院の期間

の延長をする場合について準用する。 

 

 （検体の採取等） 

 第 16 条の３ 

 １～４ （省略） 

 ５ 都道府県知事は、第１項の規定による検体の提出若しくは採取の勧告をし、又は第３項の規

定による検体の採取の措置を実施する場合には、同時に、当該勧告を受け、又は当該措置を実

施される者に対し、当該勧告をし、又は当該措置を実施する理由その他の厚生労働省令で定め

る事項を書面により通知しなければならない。ただし、当該事項を書面により通知しないで検

体の提出若しくは採取の勧告をし、又は検体の採取の措置を実施すべき差し迫った必要がある

場合は、この限りでない。 

 ６ 都道府県知事は、前項ただし書の場合においては、当該検体の提出若しくは採取の勧告又は

検体の採取の措置の後相当の期間内に、当該勧告を受け、又は当該措置を実施された者に対し、

同項の理由その他の厚生労働省令で定める事項を記載した書面を交付しなければならない。 

 ７～１１ （省略） 

 

 

○ 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則（平成 10 年 12 月 28 日号外

厚生省令第 99 号） 

 

 （健康診断の勧告を行う場合等の通知事項） 

 第 13条 法第 23条において準用する法第16条の３第５項に規定する厚生労働省令で定める事項

は、次のとおりとする。 

  一 健康診断の勧告をし、又は健康診断の措置を実施する理由 

  二 健康診断の勧告をする場合にあっては、健康診断を受け、又は受けさせるべき期限 

  三 健康診断の措置を実施する場合にあっては、健康診断を行う日時、場所及びその方法 

  四 健康診断の勧告をする場合にあっては、当該勧告に従わない場合に健康診断の措置を実施

することがある旨 

  五 入院の勧告、入院の措置又は入院の期間の延長をする理由 

  六 入院の勧告又は入院の措置をする場合にあっては、入院すべき期限及び医療機関 

  七 入院すべき期間又は入院の措置の延長をする期間 

  八 入院の勧告をする場合にあっては、当該勧告に従わない場合に入院の措置をすることがあ

る旨 

  九 法第 22 条第１項に規定する退院に関する事項 

  十 法第 22 条第３項の規定により退院を求めることができる旨 

  十一 法第 25 条に規定する審査請求の特例に関する事項 

  十二 その他必要と認める事項 

 ２ （省略） 
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